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2015/9/28 小山労務管理事務所 ex2-1 

 
 

 マイナンバー法【番号利用法】28 年 1 月から実施されました 
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ばんごうほう 

【行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律】として

2013 年（平成 25 年）5 月 24 日に「マイナンバー法」（番号利用法）が成立し、2016

年 1 月から「社会保障・税番号制度」が実施されています。 

 

番号利用法は 26/6、27/3、27/5 に改正され、最後は 27 年 9 月 3 日に「個人情報保護法」

と「マイナンバー法」（番号利用法）の両方が改正され、【個人情報保護委員会】が 2016 年

1 月 1 日に設置されました。 （➤マイナンバー法は「番号法」から「番号利用法」へ） 

 

 

ちょうど 10 年前の、平成 17 年 4 月１日に「個人情報保護法」が施行されたときも(法成立

は 15 年 5 月 30 日)ネット社会の到来で個人情報の流失・悪用など重大な社会的課題となっ

ていました。厚労省は『事業者が講ずべき措置に関する指針』を作成し、事業主の行うべ

き措置ないし留意事項を具体列挙し、情報の収集、保管、使用に関し適正な管理と遵守す

べき事項を定めています。 

 

番号利用法は個人情報保護法の中にあるが、大きく異なる点は罰則の強化です。 

個人番号が漏えいすると重い処罰の対象となり、損害賠償額の発生、刑事罰も不正行為者

（従業員）に対してのみならず、企業に対しても課せられる両罰規定も存在しています。 

 

個人情報保護法 

 

 

番号利用法・・・・・・・・・・特別法 

 

              個人情報保護法と番号利用法との関係 

              番号法に規定のない部分は個人情報保護法の適用あり 

 

 

※例；社員が正当な理由がなく、業務で取扱う特定個人情報ファイルを提供した場合には、

４年以下の懲役又は 200 万円以下の罰金が科せられます。（法 67 条） 

 

個人情報保護法では間接罰で、罰則の適用はありませんでしたが、番号法では直接罰の規

定があり、保護委員会の立入検査権が認められています。悪意ある漏えいに対して厳粛に

対応しようという立法趣旨と思われます。 

番号利用法第 2 条には「用語」の定義があり、特定個人情報ﾌｧｲﾙとか情報提供ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ、

又「・・・しなければならない」、「・・・してはならない」など罰則対象用語が数多く見
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受けられます。 

 

番号法の施行に際し、国民の理解はまだまだこれからで、十分には進んでいないのが現状

のようです。自治体の対応にも遅れがあるといわれております。 

 

番号法は当初、社会保障制度、税制及び災害対策における 3 つの分野における利用の促進

を図り、行政の効率化を通じて国民の利便性の向上に資することとして導入されました。 

 

法の施行日は平成２７年 10 月５日及び平成２８年１月１日となっています。 

 

9/3 の改正法では、金融分野や医療などの分野にも利用範囲が加えられ、マイナンバーと金

融機関の預貯金口座を結びつける内容で個人資産を正確に把握でき、政府は平成 30 年から

の実施を目指しています。 

 

番号法とともに「ガイドライン」（正式名称は「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイ

ドライン」（事業者編））も平成２６年１２月１１日に特定個人情報保護委員会から出され

ています。又、同じ日に、ガイドラインに関するＱ＆Ａも同委員会から出されています。（平

成２７年８月６日更新） 参考にしてください。 

 

番号法においては、一般法に定められる措置の特例として、個人番号をその内容に含む個

人情報（「特定個人情報」）の利用範囲を限定する等厳格な保護措置を定めています。 

 

 

▇ 個人はどうする・・・ 
 

➤ まず第一段階として 

➢ 通知カードの発送について 

さて、早速この 10 月以降に１２桁の番号が記載された紙の「通知カード」が 10 月 5 日時

点での住民登録上の住所所在地に簡易書留で各世帯あてに郵送されます。 

カードには氏名、生年月日、性別、住所の基本 4 情報が記載されています。 

（参考；法人番号・・税務署が把握しているすべての法人等 13 ケタ 10 月書面により通知）） 

 

この時点での注意点は 

① 住所確認・移動手続き・・・住民票を移動更新していない人は住民票のある窓口から

取るか居住地で再発行の手続きを取る必要がある。  

② 質問・相談受付窓口など 
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③ 有給休暇の取得利用など（半休の活用など） 

 

通知カードは、運用が始まる来年１月以降に市区町村の窓口などで提示を求められたとき

に使えます。 

 

➤ 次に第二段階として 

➢ 個人番号カードの申請・交付 

次は、来年１月以降、希望者に対する「個人番号（マイナンバー）カード」の発行・取得

に関して・・・ 

 

個人番号カードを希望する人は、「通知カード」(紙のカード)に同封されている個人番号カ

ードの申請書と顔写真を総務省の地方公共団体情報システム機構へ同封の返信用封筒で送

付します。申請書にあるＱＲコードをスマートフォンで読み取ればウエブ上での申請もで

きます。 

後日、現住所の市区町村の窓口で通知カードと引き換えにＩＣカードを受取ることができ

ます。ＩＣチップの中には、最新の基本 4 情報に加えて、〈マイナンバー〉及び〈電子証明

書〉〈本人の写真〉が記録されており、裏面にも 12 桁のマイナンバーが記載されています。 

 

個人番号カードは、一般的な身分証明書として利用したり、交付時に登録される電子証明

書を活用した公的個人認証（ネットを通じて安全かつ確実に行政手続きを行うための認証

方法）により、e－Ｔａｘ等を利用できます。児童手当の申請など行政手続きの際に揃える

必要があった住民票や所得証明書などの添付書類が不要になったり、自治体によっては住

民票をコンビニで取得できるようになる。 

なりすましの防止やデータの改ざんを確認することが可能になる。当面、無料で公布され

ます。有効期限は 20 歳以上は 10 年、20 歳未満は 5 年。 

 

導入後の民間利用も認められておりネットショッピングやネットバンキング等のオンライ

ン手続きにおいて利用される可能性があります。又、地方公共団体の判断により、ＩＣチ

ップの空きを活用して印鑑登録カード、図書館カードとして利用することも可能で更に     

健康保険証や母子手帳等との一体化も検討されています。 

個 人 情 報 保 護 法  

▇ 企業は個人番号の保管・管理について情報管理の徹底を  

① 基本方針の策定（任意）   
② 取扱規程等の策定（義務的） 

企業はマイナンバーの利用事務に付随した「関係事務」を取扱うことになります。 

従業員の源泉徴収票、給与支払報告書、健康保険資格取得届などに番号を記載する作業な
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どです。 

民間企業がやるべきことは、マイナンバーの安全管理体制の整備を行うことです。具体的

には 

まず体制を整備する前提として必要になるのが「基本方針」と「取扱規程」の策定です。 

（ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ安全管理措置事業者編の中に） 

➤基本方針の策定の手法が例示されています。（註；基本方針の公表は義務付けられている

ものではありません・・・Ｑ12-2） 

 

［例示されている手法］ ・ 事業者の名称 

・ 関係法令・ガイドライン等の遵守 

・ 安全管理措置に関する事項 

・ 質問及び苦情処理の窓口等 

※基本方針は法を守り適切に番号を取扱うことの約束宣言文みたいなものです。 

※取扱規程は従業員のマイナンバーの取得・利用・保管・削除などの方法を明確にするた

めの社内文書。 

 

➢基本方針                       【例 1】（参考です） 

 

株式会社□□□□□(以下、「当社」という。)は、 

 

を行っており、業務を通じて取扱う取引先の皆様の特定個人情報等及び当社の従業員の特

定個人情報等の厳格な保護を重大な社会的責任と認識し、特定個人情報の適正な取扱いの

確保について組織として取組む基本方針を定めます。 

・  

１ 特定個人情報等の取扱いの範囲、体制について 

当社は、個人番号を取扱う事務の範囲及び特定個人情報等（事務において使用する個人

番号及び個人番号と関連付けて管理する個人情報、氏名、生年月日等）の範囲を特定し、

事務取扱担当者を明確にいたします。又、特定個人情報取扱規程を策定し、特定個人情

報を取扱う体制の整備を行います。 

・  

２ 安全管理措置について 

 当社は、特定個人情報の安全管理措置に関して、特定個人情報の漏えい、滅失又は毀損

の防止その他の特定個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じます。 

 特定個人情報等の取扱いに際し、第三者へ業務を委託する場合は、事前に取引先の皆様

の許諾を得て、十分な管理体制を有する委託先を選定し、必要かつ適切な指導・監督を

行うものとします。 
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・  

３ 関係法令・ガイドライン等の遵守について 

当社は、個人情報及び特定個人情報に関する法令、国が定める指針、特定個人情報の適

正な取扱いに関するガイドライン（事業者編）及びその他の規範を遵守し、特定個人情

報等の適正な取扱いを行います。 

・  

４ 特定個人情報等に関する問合せ窓口 

 本人からの特定個人情報の取扱いに関する苦情、問合せについては、適切かつ迅速な対 

応を行うための体制を整えます。当社における特定個人情報等の取扱いに関するご質問    

や苦情に関しては下記の窓口にご連絡ください。 

 

本方針は、全従業者に周知、徹底するとともに、社外に対しても公表いたします。又、従

業者の教育、啓発に努め、特定個人情報保護意識の維持向上を図ります。 

 

制定日：2015 年 10 月 1 日 

株式会社□□□□  

代表取締役 △ △ △ △ 

当社特定個人情報お問合せ窓口 人事総務部 

特定個人情報管理責任者 ○ ○ ○ ○ 

電話：03-1234-5678 

 10:00～17:00 

 

 

➢次は、講ずべき安全管理措置の内容についての「取扱規程」の策定です。 【例 2】 

「取扱規程」の見本例です  （別紙例 2 参照） 

 

（別添）特定個人情報に関する安全管理措置（事業者編）で指摘している要点、考え方、

手順、内容を咀嚼の上、ベストな規程を作成したつもりです。 

できるだけ明快簡略にまとめてあります。 

 

◆特定個人情報「取扱規程」の策定義務 

特定個人情報の取扱いに関するガイドラインには講ずべき安全管理措置として次のよう

に記載されています。 

≪手法の例示≫ 

① 取得する段階 

② 利用を行う段階 
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③ 保存する段階 

④ 提供を行う段階 

⑤ 削除・廃棄を行う段階 

 

➢ガイドライン別添、番号法における安全管理措置の考え方として次のことを掲げている。 

 

① 個人番号を取り扱う事務の範囲、特定個人情報等の範囲、事務取扱担当者を明確にする

こと 

② 基本方針の作成、取扱規程の策定に続き次の項目を記述している 

 

③ 組織的安全管理措置 

④ 人的安全管理措置 

➢ ４つの安全管理措置義務       ⑤ 物理的安全管理措置 

⑥ 技術的安全管理措置 

 

③ 組織的安全管理措置 

・組織体制の整備・・・事務責任者、取扱者担当者の責任と役割の明確化 

・運用の確認・・・ｼｽﾃﾑﾛｸﾞ、利用実績の記録、持出し・廃棄・削除の記録 

・情報漏えい等事案に対する報告連絡体制・・・二次被害防止、事実関係公表 

委員会・主務大臣への報告 

・取扱状況の把握及び安全管理措置の評価、見直し、改善 

 

④ 人的安全管理措置 

・事務取扱担当者の監督、教育 

 

⑤ 物理的安全管理措置 

・特定個人情報等を取扱う区域の管理・・・管理区域と取扱区域を明確にする 

・電子媒体等を持ち出す場合の漏えい等の防止（事務所内の移動含む）・・ﾃﾞｰﾀの暗号化、

ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞによる保護、施錠つき搬送容器 

・個人番号の削除、機器及び電子媒体等の廃棄・・・所管法令保存期間経過後速やかに削

除・廃棄又廃棄記録を保存、廃棄の場合は焼却又は溶解手段の採用、データ削除ｿﾌﾄｳｴｱ

を利用、保存期間経過後自動削除のシステム構築 

 

⑥ 技術的安全管理措置 

・アクセス制御・・・紐付情報範囲・特定個人情報ﾌｧｲﾙをｱｸｾｽ制御により限定、ﾕｰｻﾞｰ ID

によるｱｸｾｽ権者限定 
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・アクセス者の識別と認証・・・ﾕｰｻﾞｰ ID、ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ,磁気・IC ｶｰﾄﾞの活用 

・外部からの不正アクセス等の防止・・・ﾌｧｲｱｳｵｰﾙ設置、ｾｷｭﾘﾃｲ対策ｿﾌﾄ導入、定期的ﾛｸﾞ

分析、自動更新機能標準装備の機器ｿﾌﾄｳｴｱの最新状態保持 
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情報の安全管理における中小規模事業者の特例 

マイナンバー法上の中小規模事業者（法人単位で 100 名以下）については 

情報の安全管理について緩和措置があります。 

 

安全管理措置の内容（本則） 中小規模事業者の特例 

取扱規程等の策定 

 事務の流れを整理し、特定個人情報

等の具体的な取り扱いを定める取扱

い規定等を策定しなければならない。

 

●特定個人情報等の取扱等を明確化す

る 

●事務取扱担当者が変更となった場

合、確実な引き継ぎを行い、責任ある

立場の者が確認する 

※ 明確化する ⇒ 規程を作成したほうがよい 

 

❚「源泉徴収票等を作成する事務の場合」→ 次のような事務フローに即して

手続を明確にしておくべきであると指摘しています。 

 

 ① 従業員等から提出された書類等を取りまとめる方法 

 ② 取りまとめた書類等の源泉徴収票等の作成部署への移動方法 

 ③ 情報システムへの個人番号を含むデータ入力方法 

 ④ 源泉徴収票等の作成方法 

 ⑤ 源泉徴収票等の行政機関への提出方法 

 ⑥ 源泉徴収票等の本人への交付方法 

 ⑦ 源泉徴収票等の控え、従業員等から提出された書類及び情報システムで取り扱うファ

イル等の保存方法 

⑧ 法定保存期間を経過した源泉徴収票等の控え等の廃棄・削除方法 等 

 

 

◆マイナンバー制度実施の流れ ⇒ 別紙［資料６］ 

 

平成２８年１月のマイナンバー利用開始以降のマイナンバー制度の活用推進（案）について

はロードマップを参照してください。 

 

❚今後の主な流れとしては 

 

平成２８年１月 ➤ マイナンバーの利用開始 
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●税、年金、医療保険、雇用保険などの社会保障手続にマイナンバーの活用 

 ● 申請者への個人番号カードの交付開始 

※ 年金の手続きは２９年１月から開始 

 

平成２9 年１月 ➤ 個人ごとのポータルサイト（マイナポータル）の運用開始 

● マイナンバーを含む自分の情報をいつ、だれが、なぜ提供したのか確認できる。 

 

平成２9 年 7 月 ➤ 地方公共団体等も含めた情報連携の開始 

● マイナンバーを含む自分の情報をいつ、だれが、なぜ提供したのか確認できる。 

 

 

➢ マイナンバー利用にあたっての注意点 ～ 取得から廃棄まで～ 

 

取 得 （収集・把握） 

マイナンバーの取得は、法令で定められた場合だけ!! 

利用目的を特定し、明示しておく必要があります。 

（例）扶養控除等異動届、源泉徴収票への記載提出 

※ 収集時の本人確認には「身元確認」と「番号確認」が必要です。 

 

利用・提供 （使用） 

社会保障や税に関する手続書類に従業員等のマイナンバーなどを記載して、諸官庁へ提

出!!  

利用目的以外の利用・提供はできません。 

（例） 

雇用保険関係 雇用保険被保険者資格取得届など 

健康保険・厚生年金関係 健康保険・厚生年金保険被保険者資格取得届など 

税関係 源泉徴収票、給与支払報告書、支払調書など 

 

保 管 

マイナンバーが記載された書類の保管は必要がある場合に限り、保管し続けることができ

ます!! 

 ・翌年度以降も継続的な雇用契約がある場合 など 

 ・所管法令によって一定期間保管が義務付けられている場合 など 

 

廃 棄 

不必要になったものは、速やかに廃棄・削除しなければなりません!! 
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 ・マイナンバーを事務利用しなくなった場合 

 ・法定保存期間を経過した場合 など 

 

 

マイナンバーの利用分野 
 

1. 税分野におけるマイナンバーの利用 

 

① 年末調整・・・「平成 28 年分給与所得者の扶養控除等（異動）申告書」は、平成２８年

１月１日提出分から個人番号を記載することになるようです。その際、従業員本人のマイ

ナンバーのほか、その家族のマイナンバーの記載も必要になります。 

 

② 給与所得者の保険料控除申告書兼給与所得者の配偶者特別控除申告書 

 

③ 源泉徴収票の交付（給与、退職金） 

 

④ 報酬等、不動産の使用量等の支払調書 

 

その他税務関係書類への番号の記載及び提出時期（省略） 

 

2. 社会保障分野におけるマイナンバーの利用 

① 雇用保険、健康保険、厚生年金保険（日本年金機構、健康保険組合等における事務）な

どの申請、届出書の作成 

 

② 労災保険届出及び請求証明書等の作成届出事務 

 

③ 助成金の申請及び請求、報告等に係る事務手続など（以下省略） 

 

 

❚「源泉徴収票等を作成する事務の場合」→ 次のような事務フローに即して

手続を明確にしておくべきであると指摘しています。 

 

① 従業員等から提出された書類等を取りまとめる方法 

 ② 取りまとめた書類等の源泉徴収票等の作成部署への移動方法 

 ③ 情報システムへの個人番号を含むデータ入力方法 
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 ④ 源泉徴収票等の作成方法 

 ⑤ 源泉徴収票等の行政機関への提出方法 

 ⑥ 源泉徴収票等の本人への交付方法 

 ⑦ 源泉徴収票等の控え、従業員等から提出された書類委及び情報システムで取り扱うフ

ァイル等の保存方法 

⑧ 法定保存期間を経過した源泉徴収票等の控え等の廃棄・削除方法 等 

 

別添資料 

◆マイナンバー制（番号法）実施に伴うお知らせ 

◆マイナンバー制度利活用推進ロードマップ（案） 資料 6 

◆入・退社連絡票 

◆特定個人情報取扱規程例 

◆報酬料金等支払先 個人番号台帳兼届出書 

◆個人別 世帯単位 個人番号台帳兼届出書 

◆マイナンバー 個人番号台帳保管パック 

就業規則の改正、個人情報保護方針の更新、契約書の更新・・・その他いくつもの

課題があります。            （小山事務所） 
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